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（添付資料） 

１．  企業集団の状況 

関連当事者との取引はありません。 
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 当 中 間 会 計 期 間 
 自平成 14 年 4 月  1 日 
  至平成 14 年 9 月 30 日 

 前 中 間 会 計 期 間 
 自平成 13 年 4 月  1 日 
  至平成 13 年 9 月 30 日 

 前事業年度の要約損益計算書 
 自平成 13 年 4 月  1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

               期   別 
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７．中間財務諸表作成の基本となる事項 

 （重要な会計方針） 

 
１． 有価証券の評価基準及び 
評価方法 

 
 
 
 
 

 
（１）満期保有目的債券・・・・償却原価法（定額法） 

 
（２）その他有価証券 

     時価のあるもの・・・・・時価法 評価差額は全部資本直入法 
                     売却原価は移動平均法により算定 
     時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブの評価基準 
  及び評価方法 
 

       時価法 
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  （前事業年度末） 

 
 （１）時価のある有価証券 
                                                                    （単位：千円） 

区   分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 




